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5月 定例会 (1)

開 催  日 時 令和 6年 5月 13日 (月 ) 14時 00分

開 催 場 所 県庁行政棟 「教育委員会室」

1 開     会

2 前回会議録の承認

3議   案

4 報

(1)令和 5年度体罰等に係る実態把握調査結果

(公立学校分)について

(2)令和 6年 3月 公立高等学校卒業者の就職内定状況について

(3)令和 7年度長崎県公立学校教員採用選考試験の志願状況について

(4)「長崎っ子の心を見つめる教育週間」における県教育委員等の

学校訪問について

(5)長崎県教育庁職員 (学芸員)の採用選考試験について

(6)令和 5年度英語教育実施状況調査 (文部科学省)の結果について

○ 第 5号議案

令和 7年度長崎県立中学校入学者選抜の基本方針について

○ 第 6号議案

令和 7年度長崎県立特別支援学校幼稚部、高等部及び高等部専攻科の

入学者選考について

(高校教育課)

(特別支援教育課)

(義務教育課・高校教育課)

(高校教育課)

(高校教育課)

(児童生徒支援課)

(学芸文化課)

(義務教育課・高校教育課)

と
口





第 5号議案

(高校教育課)

令和 7年度長崎県立中学校入学者選抜の基本方針について

(提案理由 )

令和 7年度長崎県立中学校の入学者を選抜するに当たって、その基本方針を定

めようとするものである。

(内 容 )

1 入学者の選抜について

入学者の選抜は、適性検査、作文及び面接の結果並びに調査書その他必要な書

類を資料として、志願者の適性を総合的に判断して行 うものとする。

なお、各県立中学校において、募集定員に対する男女の害1合は、原則 としてそ

のいずれかが60%を超えないものとする。

2 検査について

(1)実施する検査は、適性検査、作文及び面接 とする。

(2)検査の配点は、適性検査を 130点 、作文を 70点 とし、合わせて 200
点満 J点 とする。

(3)適性検査及び作文は次のような問題とし、県教育委員会が作成する。

① 適性検査は、学校での生活や家庭や身の回 りのことなどをテーマとして、

学習指導要領に沿つた、問題発見・解決能力、思考力、判断力及び表現力等、

小学校教育において身に付けた総合的な力をみる。

② 作文は、与えられた課題について、読み取つたことや考えたり感 じたりした

ことをまとめ、文章で表現する力をみる。

(4)面接は、集団面接 とする。

3 入学者選抜日程について

入学願書受付期間

適性検査、作文、面接

入学予定者の通知

入学意思確認書提出期間

令不日6年 12
令和 7年  1
令和 7年  1
令和 7年  1

１

１

２

２

月

月

月

月

0日 (火)～ 12月 16日 (月 )

2日  (日 )

0日 (月 )ま で

0日 (月 )～  1月 24日 (金 )

4 その他
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入学者選抜についての具体的方法は、別に定める 「令和 7年度長崎県立中学
校入学者選抜実施要領」による。
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第 6号議案

(特別支援教育課 )

令和 7年度長崎県立特別支援学校幼稚部、高等部及び

高等部専攻科の入学者選考について

(提案理由)

令和 7年度長崎県立特別支援学校幼稚都、高等部及び高等部専攻科の入学者選考につ

いて、次のとお り定めようとするものである。

(内 容 )

1 令和 7年度長崎県立特別支援学校入学者選考について

調査書等の書類、学力検査、面接及びその他必要な検査等の結果を資料 とし、総

合的に選考する。

(1)入学者選考にかかる日程等について (虹の原特別支援学校高等部就業サービ

ス科及び希望が丘高等特別支援学校を除 く。)

ア 日程

(ア )入学願書受付期間

令不日7年 2月 3日 (月 )～ 2月 7日 (金 )

(イ )入学者選考検査

令和 7年 2月 18日 (火 )・ 19日 (アk) 2日 間

※上記のいずれか 1日 で実施する学校 もある。

(ウ )合格者発表

令和 7年 3月 5日 (水 )

イ 募集定員

(ア )各幼稚部の募集定員は、体験入学の参加者数や乳幼児教育相談件数等を

もとに、令和 6年 12月 に定める。

(イ )各高等部の募集定員は、令和 6年 10月 に実施する「進学希望状況調査」

等をもとに、令和 6年 12月 に定める。

ウ その他

(ア )日 程については、長崎県立高等学校全 日制課程一般選抜に準 じて実施す

る。

(イ )合格者の人数が募集定員に満たない場合は、二次募集を行 う。
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(2)虹の原特別支援学校高等部就業サー ビス科及び希望が丘高等特別支援学校の

入学者選考にかかる日程等について

ア 日程

(ア )入学願書受付期間

令和 6年 12月 2日 (月 )～ 12月 6日 (金 )

(イ )入学者選考検査

虹の原特別支援学校高等部就業サー ビス科

令和 7年 1月 10日 (金)      1日 間

希望が丘高等特別支援学校

令不ド7年 1月 9日 (木 )・ 10日 (金) 2日 間

(ウ )合格者発表

令和 7年 1月 21日 (火 )

イ 募集定員

(ア )虹の原特別支援学校高等部就業サービス科

(イ )希望が丘高等特別支援学校

8名

32名

ウ その他

(ア )合格者の人数が募集定員に満たない場合は、二次募集を行 う。

(イ )不合格 となった者については、特別支援学校高等部普通科を志願できる。
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令和 5年度体罰等に係る実態把握調査結果 (公立学校分)について件 名

司

2

3 (人 )

4

6 か

※「教職員の申告」襴の( )の中については、教職員の申告及び児童生徒・保護者の訴えによるもので、

期間 内容

令和5年 4月 1日

;

令和6年 3月 31日

令和5年度末に実施した教職員・児童生徒・保護者への調査のほか

教職員の申告や児童生徒・保護者の訴え等により体罰・不適切な指

導と認知し、教育委員会による懲戒処分・訓告等を行つた事案

中 ど !ホ杢 吉隼学横 特別支援学校 計Jヽ

R4年 膚 R5年 庸 R4年 ほ R5年匿 R4年層 R5年圧 R4年戸ヱR5年 Fヱ R4年度 R5年度
1 40 n ヽ ,〕 8 2 0 0懲 戒 夕と 分

15 n 0 ク4 30目‖   響1   筆 11 11 9 4 4

4 17 0 0 25 34

釈
委

対

脈 言+ …

`「

11 11 10 6

0 0 0 0 0 0 0 00 0

0 25 3411 11 10 6 4 17 0
当 該 教 職 員 夢演
(上 記 ① 十 ② )

10 6 4 16 0 0 25 33当 該 件 数 (件 ) 11 11

小学校 言 等 :学 校 特別支援学校 計

R5年度 R4年度 R5年度 R4年度 R5年度 R4年度 R5年度 R4年度 R5年度 R4年度

体罰等を受けた児童生徒数 69 16 28 8 5 41 0 0 97 65

うち負傷した児童生徒数 7 3 2 0 0 ク 0 a 9 5

′!ヽどⅢ本杢 中学校 特別支 ≧学校

R4年度R4年度 R5年度 R4年度 R5年度 R4年度 R5年度 R4年度 R5年度R5年度
126 6 1 2 5 0 0 15受   業   中 7

5 0 0 3 70 0 3 2 0部 活 動 中
1 1 0 0 4 7休 み 時 間・放 課 後 2 5 1 1

0 2 1 5 0 0 3 7そ   の   他 2 0

4 16 0 0 25 3311 11 10 6計

特 列I支 計小学校 中学校

R5年度 R4年度R5年度 R4年度 R5年度 R4年度 R5年度 R4年度 R5年度 R4年度

5 0 0 8 132 5 4 3 2素 手 で 叩 く

0 0 1 0 0 1 1棒 な ど で 叩 く 0 0 1

10 0 1 0 0 0 0 2投 げる・転 倒 させ る 2

30 1 1 0 2 0 0 3叩 く及 ぴ 蹴 る 等 2

0 0 11 155 6 4 1 2 8そ   の   他
RR10 6 4 16 0 0 2511 11計

電謁
`

:単桂 特ЛI支援学校 計小学校

R4年度 R5年度 R4年度 R5年度 R4年度R5年度 R4年度 R5年度 R4年度 R5年度

4

(  2)
0

0( )

1

(  0)
0

(  0)
0

(  0) (  0)
7

(  4) (

1

0)教 職 員 の 申 告
2

(  2) (

1

0)
209 6 4 3 16 0 0 18児童生徒・保護者の訴え 9

0 0 0 30 1 0 2 0 0そ   の   他
11 10 6 4 16 0 0 25 33計 11

概 要

報 告 事 項 (1)
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概 要 7主な事案の概要

No 処分内容 校種 体罰等の状況及び体罰等の態様
体罰等を受けた児童・

生徒の状況及び人数 当 該

教員数

状 況 人数

懲
戒
処
分

1

減 給 1月

(給料の月額
10分の1)

中学校

当該教諭は、令和 5年 8月 、生徒2名 に対し、「ひき殺されて
来い。」と発言した。また、令和 5年 9月 には生徒 1名 に対し
て「首絞めて殺すぞ。」と発言しだ。加えて、令和4年 11月
頃から複数の生徒に対して不適切な発言を複数回行い、精神的
苦痛を与えた。なお、被害生徒 1名 は、被処分者の発言を一囚
として、他校に転学した。

傷害なし 9 1

合計 1名 (1件 )

No 校種 体罰等の状況及び体罰等の態様
体罰 等 を受 けた児童

生徒 の状 況及び人数 当 該
教員数

北岸,7 人数

教
委
対
応

（
訓
告
等
）

2 小学校

【体罰】
当該教諭は、昼休みに大便器の個室に入つていた友達に嫌がら
せをした被害児童2名 に自分たちの行為によつて、他の児童が

死望泳て第ι宏捜馬を基こ宅:ミ呈泡1室霰藪銘糸垂簸花毒甚覧
童にトイレの使用を許可することを失念したため、当該児童名
は1日 、学校のトイレを使えず苦痛を感じた。

負傷なし 2 1

3 小学校

【体罰】
当該教諭は、他の児童が描いた絵を馬鹿にした児童2名 に対し
注意をしたが、そのうち被害児童 1名 が態度を改めず笑つてい
たため、持っていた教科書を床にたたきつけ、胸ぐらをつかん
で壁に押し当てた。その後、服を引つ張り別室に連れていき、
床に放り投げた。

負傷なし 1 1

4 小学校

【体罰】
当該教諭は、事前に宿題を課していたが、前日に宿題の確認を
児童にしていなかつたことから、24名 中2名 しか宿題を行つ
ていなかった。このことを注意するため、22名の児童の頭を
軽く叩いた。

負傷なし 22 1

5 中学校
【体罰】
当該教諭は、被害生徒が給食配膳室に無断で残食を持ってきた
ので、後頭部を平手で強く叩いて注意した。        |

負傷なし 1 l

6 中学校

【体罰】
当該教諭は、部活動中に(被害生徒が補修工事が行われている
立入禁止区域内に跳んで入り込んでいる姿を目撃し、声をかけ
前に来たところで持っていたホワイトボー ドで頭部をたたき、
その後左ほほを1回平手打ちした。

鼓膜損傷 1 1

7 中学校

【体罰】
当該教諭は、授業の中で、男子生徒 2名 が活動に集中せず自身
の班の机にドライバーで大をあけているのを発見した。他の生
徒への指導をしている間に、男子生徒たちが穴をあけるのをや
めるか見ていたが、結局やめなかったため、指導するため近づ
いた。指導をする際に、当該教諭が1名 の男子生徒の椅子を
就った。その椅子が、もう1名 の男子生徒の足に当たった。

打撲

(1名 )

2

8 中学校

【不適切な指導】
当該教諭は、掃除の時間に被害生徒 (O橋 さん)に対し、「O
橋ばしっとしろ」と数回発言した。その発言を聞いた同級生
は、被害生徒に対し、同じようなことを発言を何度も言うよう
になった。

負傷なし 1
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概 要
No 校 種 体罰等の状況及び体罰等の態様

体副等 を受 けた児童

生徒の状 ιFL及び人数 当 該
教員数

引★ツ昇 人数

教
委
対
応

（
訓
告
等
）

9 高等学校

【不適切な指導】
当該荻諭は、被害生徒に対しての推薦人試の受験指導におい

て、志望理由書の内容をより良いものにしようとした指導では

あったが、被害生徒の内面 (健康面、家庭面等)に対する配慮
に欠け、何度も同じ質問を繰り返したり、当該生徒の意見を否
定したことにより、被害生徒を精神的に追い込み、適応障害を

発症させ、欠席、遅刻が増加し、学校生活に支障を与えた。ま
た、授業に遅れた他の生徒に対して5分 ～10分程度、廊下に立

たせ、授業を受ける権和Jをなつた。

負傷なし 1 1

10 高等学校

【体罰】
当該教諭は英文を覚えてこなかった被害生徒が、プリントも忘

れ、他の生徒の発表中に後ろを向き、プリントを見て英文を覚
えようとした。その様子を見て、当該教諭は日頭注意をした
が、再び後ろを向いて発表を聞こうとしなかったため、被害生

徒の右側頭部を拳骨で叩いた。

負傷なし 1 1

11 高等学校

【体罰】
当該講師は授業を受けずにさぼろうとした生徒2名 に対して、
その行動を注意し、二人が反省して三度と同じことをしないよ

うにと拳骨で 1回 叩いた。

負傷なし 2 1

12 高等学校

【不適切な指導】
授業中に、自席ではない席に座っていた被害生徒に対して白席
で授業を受けるように指導をしたが、指導に従わなかつたため

以下の暴力行為を行つた。
・大声で怒鳴る ・肩を揺さぶる 。椅子を引く
・授業道具を生徒の机の上に乱暴に置き、キーホルダー

を破損した

負傷なし 1 1

上記以外の

事案

小学校   8名  ( 8件 )

中学校   5名  ( 5件 )

計   13名  (13件 )

小 。中学校 13件 の態様については、上記  3件 ( Nα 2年 N08 )と
同等程度のもの

合計 24名 (24件 )

B 体罰根他に向けた取組

令和 4年度から「教職員の懲戒処分基準」を一部改正 し、過去に体罰・不適切な指導で処分

を受けた教職員に対 しての処分を厳罰化した。

また、平成 29年度より「体罰根絶のための重点的な取組について (通知)」 に基づいた、

以下の具体的な取組を実施 している。

1 人事評価制度を利用 した校長 (管理職)面談の実施

令和 3年度までは目標管理制度において 「体罰によらない指導」について 目標を設定さ

せ、校長面談時に、その取組状況や成果を確認 してきた。令和 4年度からは新たな人事評価

制度において、「人事評価票 (業績評価)」 に 「体罰によらない指導」について具体的な取 り

組みを記入 させ、校長 (管理職)面談時に、その取組状況や成果等を確認するようにしてい

る。

2 「体罰・不適切な指導の再発防止のための指導力向上研修」の実施

体罰・不適切な指導を繰 り返さないために、体罰等で処分や指導を受けた教員を対象に、

アンガーマネジメン ト研修等の受講の義務付けや校内での計画的なフォローアンプを行 う
「体罰・不適切な指導の再発防止のための指導力向上研修」を実施 している。

なお、上記項目2については、再発防止研修の在 り方を検証 し、さらなる指導の充実・徹

底を図るため、体罰・不適切な指導の再発防止のための指導力向上研修実施要項を一部改正

し、令和 5年 4月 1日 から運用 している。
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件 名
令和6年 3月公立高等学校卒業者の就職内定状況について

〔3月末現在 全日制 口定時制 高校教育際調査〕

概 要 1 就職内定状況

※内定割合は、 10月 末時点の希望に対する内定のため、 100%を 超えることがある。

○全体の就職内定率は、 99.6%で 、前年同期比 0.2ポ イン ト増加 し
ている。

○県内割合は、 67.9%で 、前年同期比 0.5ポ イン ト増加 している。
○未内定者数は 7人で、前年同期比では 5人減少 となっている。

2 学科別就職肉定状況

公立高等学校 (全・定合計の男+女 )

○県内希望者は前年同期比 58人減少、県外希望者は 40人減少 している。

項 目
令和4年 3月 卒

(3月 末)

令和5年 3月 卒

(3月 末)

令和6年 3月 卒

(3月 末)

増減

県  内 (%) 99。  3

100: 2

99. 1 99. 5 +0.4

県  外 (%) 100. 0 100. 0 + O

全  体 (%) 99. 6 99.4 99. 6 +0.2

県内割合 (%) 69. 9 67.4 67. 9 +0.5

県外害1合 (%) 30. 1 32. 6 32. 1 -0. 5

未内定者教 (人 )

(う ち公務員)

9

( 2 )

12
(2)

7

(0)

-5
(-2)

学科名
卒業
者数

就職希望者数 就職内定者数 就職率 内定者

県内割合

昨年同期
県内割合県内 県外 小計 県内 県外 小計 県内 県外 計 (A)

通 3,711 200 53 253 196 54 250 98 0 101 9 98.8 78491 73471

農 業 436 195 57 252 190 61 251 97 4 107 0 99.6 757髪 79 2γa

工 業 1,078 462 385 847 463 384 847 100 2 99,7 100 0 54711 54290

商    業 730 220 75 295 223 71 294 101,4 94 7 99.7 759乳 762%

水 崖 46 24 9 33 23 10 33 95.8 111,1 100 0 697% 744男

家    庭 71 10 4 14 10 4 14 100 0 100.0 100 0 714% 1000男

看 護 24 1 0 1 1 0 1 100.0 100,0 100,0% 333V

情    報 35 3 1 4 3 1 4 100 0 100,0 100.0 75091 1000%

福   ・
祉 11 1 1 2 2 0 2 200 0 0.0 100 0 100.0,も 00V

そ  の・ 他 266 12 2 14 12 2 14 100 0 100.0 100 0 857% 86.7V

総 678 216 46 262 214 46 260 99 1 100,0 99 2 823% 797駐

合計 (a) 7,086 1,344 633 1,977 1,337 633 1,970 99.5 100,0 99 C 679% 674%

昨年同期計 (b) 7,427 1,402 673 2,075 1,390 673 2,063 99,1 100.0 99,4 67.4望

昨年同期比(a)(b) …341 -58 -40 -98 -53 -40 -93 0.4 0.0 0.2 05°l

報 告 事 項 (2)

高 校 教 育 課
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3 月別就職内定率口県内就職割合の推移

年度 卒業年
就職内定率 未内定者数

9月 末 10月 末 11月 末 12月 末 1月 末 2月 末 3月 末 3月 末

H23 H24 38.2 59.8 74.4 82.9 87.8 94.3 96.g 104

H24 H25 36.6 62.6 76,7 85.1 90.9 94.6 97.9 67

H25 H26 42 67.1 80。 9 89.4 92.4 97 98.3 49

H26 H27 48.1 72.4 83.8 90,3 94.8 97.9 98.7 38

H27 H28 52.8 75.6 85.8 93.3 96.1 98.7 99.8 19

H28 H29 55.8 75,6 86.1 93.1 95.5 98.2 99.1 27

H29 H30 57.8 78,4 86.5 93.5 95.8 98.1 98.8 34

H30 H31 56.6 79,0 89.0 94.9 96.6 98。 C 99.4 16

H31 R2 58.6 78.3 88.8 94.5 97.0 98 C 99.5 13

R2 R3 ＼ 65.2 84.6 92.0 95,2 97.g 99.1 22

R3 R4 52.5 75.1 89.2 94.7 97.3 98,7 99,6 9

R4 R5 53.2 76.´ 0 88.6 94.9 97.2 98.6 99.4 12

R5 R6 54.2 78.0 90,1 95.3 97.6 98.8 99.6 7

年度 卒業年
県内就職割△

9月 末 10月 末 11月 末 12月 末 1月 末 2月 末 3月 末

H23 H24 34.8 43.6 48.5 49.9 51.1 53.0 53.7

H24 H25 38.1 44.7 49.4 50.2 51.6 52.5 53.2

H25 H26 38.9 47.4 50.8 51.8 52.5 50.4 54.3

H27 36.7 46.5 49。2 49.7 50.8 51.6 52.0

H27 H28 45 51,4 54.6 54.9 5513 55,9 56.2

H28 H29 52.4 55。 2 5▼ .6 58.6 58.7 58.9 58.9

H29 H30 56.7 57.8 59.1 59.8 59.9 60.0 60.0

H80 H31 55.4 58 59 59.3 59.8 59.3 59。 2

H31 R2 60.3 61.4 63 63.4 63.3 63.1 63.0

R2 R3 65.2 66.4 67.2 67.2 67.5 67.5

R3 R4 70.4 70.2 69,7 70.2 70.0 70.1 69,9

R4 R5 68.5 65.6 66.3 67.8 67.2 67.4 67.4

R5 R6 67.1 66.0 66.3 67.1 67.5 67.9 67,9
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件名 令和 7年度長崎県公立学校教員採用選考試験の志願状況について

概要
1 志願者数等

※

※

倍率=志願者数■採用予
小学校 。中学校教諭の志願者数は、オンライン受験希望者を含めない暫定値

令和 7年度 令和 6年度
区分

志願を敷 前年度差 採用予定宿前年度差 倍率 前年度差 志願者数 採用予定を致 倍 率

小学校 280 -28 230 -30 1.2 0 308 260 1.2

国 語 25 -3 20 5 1.3 -0.6 28 15 1.9

社 会 37 -13 10 -1 3.7 -0.8 50 11 4.5

数  学 27 -13 10 -2 2.7 -0.6 40 12 3.3

理  科 19 -4 15 0 1.3 -0.2 23 15 1.5

音 楽 12 -8 15 3 0,8 -0.9 20 12 1.7

美 術 4 1 10 2 0.4 0 3 8 0.4

保  体 54 -8 10 -3
5。 4 0.6 62 13 4.8

技 術 4 -3 10 4 0.4 -0.8 7 6 1.2

家 庭 5 0 10 -4 0。 5 0.1 5 14 0.4

英  語 32 5 10 -4 3.2 1.3 27 14 1.9

中学校

小  計 219 -46 120 0 1.8 -0.4 265 120 2_2

国  語 17 -5 10 2 1.7 -1.1 22 8 2.8

世界史 4 0 2 0 2.0 0 4 2 2.0
日本史 15 -4 5 2 3.0 -3.3 19 3 6.3

地理
歴史

地 理 5 0 1 -1 5,0 2.5 5 2 2.5

公  民 6 -2 1 0 6.0 -2.0 8 1 8.0

数 学 37 3 11 3 3.4 -0.9 34 8 4.3

物理 6 1 3 2 2.0 -3.0 5 1 5.0

化 学 7 -2 7 5 1.0 -3.5 9 2 4.5

生物 6 -2 4 3 1.5 -6.5 8 1 8.0
理科

地学 0 1 0.0

保  体 57 -5 8 2 7.1 -3.2 62 6 10.3

音 楽 8 5 3 2 2.7 -0.3 3 1 3.0

美術 6 0 2 1 3,0 -3.0 6 1 6.0芸術

書 道

英 語 15 -12 14 -1
1,1 -0.7 27 15 1.8

家 庭 6 0 5 1 1.2 -0.3 6 4 1.5

農 業 9 2 5 3 1.8 -1.7 7 2 3.5

幾械 2 -3 6 3 0.3 -1.4 5 3 1.7

電気 4 0 6 0 0。 7 0 4 6 0,7

建築 3 -1 4 1 0.8 -0.5 4 3 1.3

土 木 2 0 2 1 1,0 -1.0 2 1 2.0

工業

I業 |ヒ学 0 1 0.0

商 業 15 3 9 3 1,7 -0.3 12 6 2.0

情 幸侵 5 -1 4 1 1.3 -0,7 6 3 2,0

看 護 1 2 0.5

福 祉

水産 (機関) 2 1 2.0

高等学校

小  計 236 -24 116 36 2.0 -1.3 260 80 3_3
/1ゼ 生吉呂 32 6 15 5 2.1 -0.5 26 10 2.6

30 -4 30 15 1,0 -1.3 34 15 2.3

別
援
校

特
支
学 小  計 62 2 45 20 1.4 -1.0 60 25 24

養護教諭 99 -9 20 -1 5.0 -011 108 21 5.1

栄養教諭 21 1 21.0

合 計 917 -84 532 26 1.7 -0.3 1,001 506 20

報   告   事   項  (3)
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概  要 2

3

志願倍率は過去最低の 1.7倍
昨年度の志願倍率 2.0倍 から0.

対 して、志願者数 33名減のため。

3ポイント減。採用予定者26名増に

採用予定数が年々増加傾向にある

子どもの数が年々減少する中にあつても、教員の採用予定者数は高止まり

している。
理由として、大量退職の時代を迎えており、その分の新規採用が必要なこ

とや高等学校の採用者数が増加していること、特別支援学級が増加している

ことなどがあげられる。
近 5年間の採用予 >

4 志願者の傾向

(1)新卒者の割合

新卒の志願者は、昨年度に引き続き志願者全体の約 5割程度を占めており、

教員を志す若者は多い。

<直逓 5年 者の志願者数>

(2)教職経験者 (臨時的任用教員のみ経験 した者)の志願者数が減少

これまで臨時的任用教員として勤務 してきた者が昨年度までの採用選考

試験にて合格をし、臨時的任用教員が減少 していることや、新卒者が採用試

験で不合格 となつた場合に、臨時的任用教員を選択 しないケースも多い。

<教職経験者 用孝女員のみ)の志願

5 特別採用選考や特別免許状による志願者数

近年新設 した特別採用選考や、普通免許状を有 しない者でも志願できる特

別免許状取得を前提 とした志願者は前年度か ら減少 しているものの、志願者

全体の 1割以上となつている。

<特 選者の志願者数>

< 別免許状による

6 障害者特別採用選考による志願者数の増加

障害者特別 用 による 者が増加 してい

5年度 6年度 7年度3年度 4年度年度
506 532425 460 503採用ラ定者数

4年度 5年度 6年度 7年度年度 3年度
478 488 432440 434新卒者数

48.7 47。 137.3 39,7 45.O新卒者数/志願者数(%)

, 5年度 6年度 7年度学歴・ 職歴
) 424 359 336臨時的任用教員の

6年度 7年度采用選者特別

119 102100大学推薦
O1 O(峙看幸限)

10 16 13
1 2Ｚ

３ O
33 4理学療法士・ 作業療法土 。言語聴覚士有資椙者

合  計中学校
志願者萎

5O 2 37年
8 4 126年度 O

3 85 O 5

7年度5年度 6年度

3 104障害者特別採用選者
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件  名 「長崎つ子の心を見つめる教育週間」における県教育委員等の

学校訪間について

概  要

ノ

1.趣 旨
「長崎っ子の心を見つめる教育週間」の中で、県教育委員が、特色ある

組を実施 している学校を訪問し、児童生徒 と交流 し、教職員を励ます とと
に、本県の教育活動等について共通認識をもち、県内各学校の本教育週間イ
対する意識向上を図る。

2.訪問予定校及び日時

(1)県立壱岐高等学校

【日時】令和6年 7月 11日 (木) 午前
【概要】住 所 :壱岐市郷ノ浦町片原触88

生徒数 :423人 (令和 5年度)

(2)県立壱 F!支商業高等学校

【日時】令和 6年 7月 11日 (木) 午後
【概要】住 所 :壱岐市勝本町新城西触 282

生徒数 :219人 (令和 5年度 )

※選定理由

これまでの知事訪問及び教育委員会訪間において、壱岐市への訪問
実施 していない。

自然に恵まれた環境の中で、地域 との協働を図りながら、それぞれ
色ある教育課程を編成 し、教育活動を行つている。

3.学校訪問当日の主な流れ (予 定 )

(1)あいさつ 。学校概要説明

(2)授業参観

(3)教育委員会からの所感及びお礼 (教育懇談会 )

4.参考 (過去 3年間の教育委員訪問実績 )

・令和 3年 7月  9日   諫早市立諫早小学校
・令和 4年 6月 28日   佐世保市立広田中学校
・令和 5年 7月 13日  県立鶴南特別支援学校

※ H16知 挙訪問以降 (H26か ら教育委員会訪問)

小学校… 11校 中学校… 12校 高校… 3校 特支関係… 3校
※ 県PTA連合会、県公立高等学校PTA連合会が同行する。

報 告 事 項 (4)
児童生徒支援課
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令和 6年度「長崎つ子の心を見つめる教育週間」実施要項

長崎県教育委員会

1趣 旨

本県では、平成 16年から本教育週間を開始 し、これまですべての公立学校で教育活動

を公開す る教育週間の実施を通 して、学校 と保護者や地域住民が連携 し、「地域の子ども

は地域ではぐくむ」 とい う気運を高め、大きな成果を上げてきた。

昨今、デジタル化の進展やアフターコロナの社会において、児童生徒を取 り巻 く生活環

境が大きく変容する中、様々な変化にも対応できるよう、生きる力を育んでいくことが大

切であ り、“いのちを輝かせて生きる心豊かな長崎っ子の育成"を 目指す本県教育の特色

あるこの取組を、よリー層児童生徒の一人一人の心に寄 り添いながら推進する。

2期 間

令和 6年 5月 から11月 の間で各学校が設定する一定期間とし、県立学校は学校長、

小中学校は各市町教育委員会が前期 (5月 ～ 7月 )、 後期 (9月 ～ 11月 )のいずれかの

実施の判断をする。

3 目 的

◎ いゐちを輝かせて生きる、心豊かな長崎つ子の育成を図る。

○ 命 を大切にする心や思いや りの心の育成

○ あこがれや将来への志の育成

○ あいさつやマナーの向上

4 令和 6年度重点目標

学校、家庭、地域住民が連携して、児童生徒が 「いのちを輝かせて生きようとする心

情」を育むとともに、情報モラル教育教材 「SNSノ ー ト・ながさき」を活用し、情報

モラルについての理解を深める。

5 すべての学校で取り組む 5項目

①  「命に関する講話」等を通して、かけがえのない命を大切にする心情を育む。

② 本教育週間の取組について、家庭・地域・関係機関等と連携して企画 し、運営に

あたるb

③ 情報モラル教育教材 「SNSノ ー ト・ながさき」を活用した情報モラルの学びを

通して、相手の立場に立った言動などを大切にする心情を育む。

④ 話 し合いや学びの場を通して、「いじめ (SNsに よる誹謗中傷等を含む)は どんな

理由があつてもいけないことだ」という.意識を育む。

⑤  「道徳の授業」、高等学校及び特別支援学校高等部にあつては「道徳教育に関わる

教育活動」を全学級で公開する。

※ 上記 5項 目の他、別紙 「その他の本教育週間に係 る学校の取組例」も参考にして

各学校で取 り組む。
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6 各市町教育委員会の取組

(1)域内の小。中学校と連絡調整 して、教育週間の期間を設定する。

(2)市町一斉の学校公開に対する支援、地域等への学校参観の呼びかけを行 う。

(3)家庭教育フォーラム、講演会、土日の親子ボランティア活動等を実施する。

(4)市町のホームページや回覧板等で、本教育週間の広報・啓発等を行 う。

7 県教育委員会における取組

(1)市町教育委員会及び学校に対 して、具体的取組例や実施上の留意事項等を示すな

ど、充実 した活動にするための支援を行 う。

(2)本教育週間の広報・啓発等を実施 し、県民を挙げて子 どもの健全育成を推進する。

(3)「 SNSノ ー ト。ながさき」を活用 した取組に係 るアンケー トを実施 し、効果検証

を行ヤΨ清報モラル教育の充実を図る。

8 留意事項

(1)別添 「安全対策要領」を参照 し、安全姑策の徹底を図る。

(2)学校 。家庭 。地域 。関係機関が連携 し社会総がか りで子 どもを育成するためには、

地域で育む子 ども像である「子 どもへのメンセ~ジ」や 目指す地域像を、地域全体

で共有化する必要がある。そのためには、各学校のホームページに掲載するなど、

道徳教育全体計画に係 る内容の周知の仕方や本教育週間の企画・運営・広報の仕方

等を見直 し、より多くの方に足を運んでいただけるよう工夫する。

9報 告

(1)市町教育委員会

・管下の各学校の「教育週間における取組」については、「教育週間の実施状況」を

前期実施の場合は 8月 2日 (金)、 後期実施の場合は 12月 6日 (金)までに別途

依頼する様式で県教育委員会へ報告する。

(2)県立学校

。「教育週間における取組」については、「教育週間の実施状況」を前期実施の場合

は 8月 2日 (金)、 後期実施の場合は 12月 6日 (金)までに別途依頼する様式で

県教育委員会へ報告する。

※ 県教育委員会への実施計画の報告は行わないが、「実施状況調査」報告の際に、実施

した取組内容を報告する。

なお、学校が設定した一定期間以外の期間に、本週間の趣旨に合致した取組を行つた

場合にも、同様に実施したこととして上記報告書に記載する。
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腸u細
【参考】その他の本教育週間に係る学校の取組例

(1)教科や特別活動など道徳の授業以外の学習でも、いのちを輝かせて生きようとする

子どもの育成に係る取組を行う。
・ 「子ども八のメンセ~ジ

(目 指す子ども像)」 1こ係る活動
・ 長崎つ子さわやか運動

①さわやかなあいさつ :明 るく気持ちのよいあいさつをしよう。

②さわやかな返事  :元気な声で返事をしよう。

③さわやかなマナー :学校や社会のルールを守り、人の役に立つ行いをしよう。

④さわやかな服装  :長崎つ子らしい品位を持ち、さわやかな服装を心がけよう。

・ 高校生 さわやか運動

①さわやかなあいさつ :明 るくさわやかにあいさつをしよう。

②さわやかな服装  :高校生らしい品位をもち、さわやかに制服を着よう。

③さわやかなマナー :校則や社会のルールを守り、他人の迷惑になる行為はやめよう。

・ 他校種 と連携 した合同授業や他校種の教師を招いての授業

・ 地域の学校 との合同マナーアンプキヤンペーン

・ 薬物乱用防止教育
・ サイバーセキュ リティボランティアの活用
。 子 どもたちの 自尊感情を育む「望ま しい人間関係 を育む活動事例集」の活用

・ 自殺予防教育における教材 「晴れない心に気づいた ら」の活用

(2)学校行事や地域行事等を積極的に活用 し、地域の行事等に教職員や児童生徒、保護

者がともに参加する取組を推進する。
・ 外部講師を招聘 した 「命」に関する講話
。 豊かな人生経験を有する人材を活用 した道徳の授業
。 「SDG s」 や 「ふるさと教育」等に関する総合的な学習や探究の時間におけ

る学習成果発表会等の取組
・ 地域や外部人材による、子 どもの心に響 く優れた本の読み聞かせ
。 キャリア教育の一環 としての職業講話など、将来への「夢・憧れ・志」を育

てる取組
・ 地域の行事 (ボ ランティア活動やスポーツ大会、共に語る会等)に参加 し、

教職員 と児童生徒や保護者、地域住民が共に汗を流 した り、憧れや将来への志
・   について語 り合った りする活動

・ PTAや 学校運営協議会、学校支援会議等 と連携 したあいさつ運動や地域ク

リーンアップ活動
。 関係機関と連携 した命を守るための防災訓練 (避難訓練、緊急引き渡 し訓

練等や救命救急訓練

(3)保護者に対 しても情報モラルについて啓発する。
・  「SNSノ ‐ 卜・ながさき (保護者用 )」 の活用を通 して、学校 と保護者が

「情報モラル」や「フィルタリング及びペアレンタル コン トロール等」につい

て共通理解する場の設定
・ 携帯電話等やゲームの過度の利用による健康被害の懸念や SNS等 の利用

に関する危 [父性についての指導や保護者への啓発活動
。 メディア安全指導員や民間企業 と連携 した活動
。 「こどもまんなかメディアジテラシー向上事業」の学校メディア宣言に関

する内容の実施

(4) い じめ問題の改善に向けた取組を行 う。
・ 教育相談体制の充実を図るとともに、教職員のい じめに対する理解を深める

場の設定
・ 面談等を活用 した保護者 との情報共有
・ 家庭や地域 と連携 した規範意識の向上を図る活動    `

(5)本教育週間以外でも、定期的に学校の教育活動を公開する。
・ 保護者や地域住民に対する授業や学校行事等の公開
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「長崎つ子の心を見つめる教育週間」における安全対策要領

1 組織の充実

(1)安全管理体制の再確認

学校支援会議等の中で安全管理組織 (役割分担、連絡体制等)を設立し、教職員
及び関係者一人一人の危機意識を高め、全教職員で共通理解を図る。

(2)地域との連携強化
PTA、 警察等の関係機関・団体、自治会、青少年育成ココロねっこ指導員等

地域の団体や個人の協力を得る(関係者及び地域住民に、本事業の趣旨 (安全面)

を含つアピールし、各校長から協力依頼をする)。

2 事前の対策

(1)校地内外のパ トロール体制など一迫間、一 日の具体的な安全計画を立てる。

(2)不審者侵入を想定 した対応訓練等を実施 し、状況に応 じて適宜変更できるよう避難
経路や避難場所、誘導方法など複数確認 しておくと

(3)施設 。設備の′煮検

○ 遊具等の安全を再点検 し、必要に応 じて立ち入 り禁止の表示を行 うとともに、
視界を遮る立木や障害物等を撤去 し見通 しをよくするなどの環境整備を図る。

○ 廊下や教室を整理整頓 し、校舎案内図等 と併せて消火器や非常日、AEDの 保
管場所等の安全設備を掲示案内する。

(4)参加者名簿等を作成 しておく。

(5)情報の共有化を図る。

O PTAや 自治会、警察等の関係機関等 と連絡を密にし、不審者の情報や事件、
事故の発生状況等を周知 し、協力を求める。

3 期間中の対策

(1)受付での紺策

○ 出入 り口を限定 し、氏名や住所等記入 してもらう来校者名簿を活用する等、来
校者の把握を確実に行 うとともに、ID力‐ ドや名札をつけてもらう等受付をし
たかどうかの確認ができるようにする。

○ 不自然な荷物や不審な物 (凶器 とな り得る物等)を持つていないかの確認を行
う。

O 不自然な行動や暴力的な態度が見られないかの確認を行 う。

(2)校内での対策

○ 教職員による校内パ トロールを強化する。
・ 緊急時に備え、ホイ ンスル等を身に付けてパ トロールする。
・ チェックリス ト等を活用 し、パ トロールの結果を記録する。

○ 保護者や地域の関係者の協力を得て校内パ トロールを実施する。
○ 来校者を見かけたら、積極的にあいさつ した り、声を掛けた りするように努め

る。
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4 不審者への対応

(1)学校安全計画及び安全管理マニュアルに基づき、迅速かつ的確に姑応する。

O 他の職員等への連絡や協力を求める。

○ 言葉や相手の態度に注意 しながら、不審者 との間合いを取 り、丁寧に退去を求

める。
・ 隔離 。通報する。
・ 別室に案内し、隔離する。
・ 警察へ通報する。
1 校内放送等で関係者に周知する (不審者に気付かれず、児童生徒がパニッ

クにならないように工夫する)。

O 退去 しても再度侵入 した り、学校周辺に居続けた りする可能性があるので、監

視を継続するとともに、状況に応 じて教職員や関係者の引率による集団下校等実

施する。

○ 教育委員会等に連絡する (状況についてできるだけ詳 しく記録する)。

(2)緊急時 (危害を及ぼすおそれのある場合)の対応

○ 大声を出した り、非常ベルや火災報知器等を鳴 らした りすることにより、事件

の発生を周囲に知 らせるとともに、他の教職員の応援 (110番通報)を求める。

O 身近な物で不審者 との距高往をとり、移動を阻止するなど暴力の抑止 と被害の防

止を図る。

○ 校内放送等により速やかに児童生徒を安全な場所に避難 させる (児童生徒の掌

握 を徹底 し、安全を確保する)。

O 教育委員会等に連絡する (状況についてできるだけ時間経過等詳 しく記録す

る)。

5 県教育委員会の協力依頼対応

県教育委員会は、下記関係機関や団体等に文書等により協力を依頼 (令和 6年 4月 依頼

予定)す る。併せて、校区内の関係機関や団体等の関係者には、各校長から本事業の趣旨

(安全面)を含め周矢日し、協力を依頼する。

〇 県警察本部

O 県少年補導員連絡協議会

○ 県 PTA連 合会

○ 県公立高等学校 PTA連 合会

○ 市町健全育成連絡協議会

O 青少年育成ココロねっこ指導員

○ 市少年センター補導員

○ 県青少年育成県民会議

○ 県保護司会連合会

○ 県社会福祉協議会

○ 県商工会連合会
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件  名 長崎県教育庁職員 (学芸員)の採用選考試験について

概  要

教育委員会事務局等 (本庁及び地方機関等)又は知事部局における古文書

等の調査研究業務並びに展覧会の企画運営、資料の収集保管等の業務、その

他文化財の保存・活用等業務にかかる行政事務

6 受験資格

次の①、②に掲げる要件をすべて満たす者

① 博物館法 (昭和26年法律第285号 )第 5条に定める学芸員となる資格を
有する者 (令和 7年 3月 31日 までに取得見込みの者を含む。)の う
ち、大学等で主として歴史を専攻した者で近世文書が読める者

② 学校教育法による大学 (短期大学を除く。)卒業以上の学歴を有する
者 (令和 7年 3月 31日 までに卒業見込みの者を含む。 )

なお、次のいずれかに該当する場合は受験できない。

ア 日本国籍を有しない者
イ 地方公務員法第 16条の規定に該当する者
ウ 令和 7年 3月 31日 までに61歳に達する者

7 受付期間

令和 6年 6月 3日 (月 )～ 7月 5日 (金 )

1職   種

2 採用予定人員

3 採用予定年月日

4 採用理由

5 職務内容

8 第 1次試験

(1)試 験 日

(2)試験会場

(3)試験内容

(4)合格発表

9 第 2次試験

(1)試 験 日

(2)試験会場

(3)試験内容

(4)合格発表

学芸員

1名

令和 7年 4月 1日

欠員が生 じたため

令和 6ナ手 7月 28日 (日 )

長崎県庁会議室 (長崎市尾上町 3-1)
専門試験

令和 6年 8月 23日 (金)

令和 6年 10月 6日 (日 )

長崎県庁会議室 (長崎市尾上町 3-1)
筆記試験 (SP13)、 面接試験

令和 6年 10月 下旬 (予定)

報 告 事 項 (5)
学芸文化課
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件 名 令和 5年度英語教育実施状況調査 (文部科学省)の結果について

概 要 可 調査 (概要 )

○ 目   的

O対   象

英語教育改善のための具体的な施策の現状について調査し、

今後の国の施策の検討に資するとともに、各教育委員会にお

ける英語教育の充実や改善に役立てる。

各都道府県・市区町村荻育委員会及び全ての公立小学校、中

学校、高等学校 (義務教育学校、中等教育学校を含む)

令和 5年 12月 1日○実施基準 日

2 結果 (概要 )

(1)中 学校

①中学3年生
。CEFR Alレ ベル (英検 3級)相当以上の英語力を取得または

有す ると思われる中学 8年生の割合

R4 R5 増 減

本 県 49.2% 48. 6% -0.6

全 国 49.2% 50.0% +0! 8

全国比 ± 0 -1.4

②英語担当教師
・ CEFR B2レベル (英検準 1級)相当以上を取得 した英語担章

の割合共 脚 I

R4 R5 増 減

本 県 35.8% 41.9% +6.1

全  国 41. 6% 44.8% +3.2

全国比 -5.8 工 2.9

報 告 事 項 (6)

義務教育課・高校教育課
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(2)高等学校

①高校3年生
。CEFR A2レ ベル (英検準2級等)相当以上の英語力を取得ま
た 有すると思われる 3年生の割合

・ CEFR Blレ ベル (英検 2級等)相当以上の英語力を取得また
は有すると思われる 校 3年生の害J合

②英語担当教師
・ CEFR

当教師の割

B2レベル (英検準 1級等)相当以上を取得 した英語担

・ CEFR Clレ ベル (英検 1級等)相当以上を取得 した英語担当
の

△
ロ

R4 R5 増 減

本  県 16.1% 17.2% +1.1
全  国 22.5% 21.8% -0. 6
全国比 -6.4 -4.6

R4 R5 増 減

本  県 44. 8% 45.2% +0,4
全  国 48,7% 50.6% +1.9
全国比 -3.9 -5.4

R4 R5 増 減

本  県 20. 1% 16. 5% -3. 6
全 国 21.2% 19.8% -1.4
全国比 -1.  1 -3.3

R4 R5 増 減

本  県 77.0% 83. 6% +6.6
全  国 72, 3% 80,7% +8.4
全国比 +4.7 +2,9

-20-






